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An Analysis of Local Governments
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Abstract
Since the Basic Law for Gender-equal Society was enacted in June 1999, local govern-
ments have been promoting measures that consider the nature of local community.
According to the 2003 Gender Equality Bureau's research, there are 44 prefectures and 168
municipalities that have passed ordinances and formulated basic plans with regard to poli-
cies related to promotion of formation of a Gender-equal Society. The objective of this
paper is based on the surveys 11 local governments that have been carried out by our
OSIPP research group since 2005, to present and discuss the policies on the gender equali-
ty･
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4　京都府
【亀岡市】
1　概要
亀岡市は､京都市の西に位置し､面積は224.90km2である｡京阪神都市圏とのアクセスがよいこ
とから人口が増加し､平成17年11月末現在で､ 95,240人(男性46,601､女性48,639)　で､世帯数
は､ 34,308世帯である2)｡産業別就業者の比率は第3次産業が最も高く､ 61.6%である3)0
2　政策の流れ
平成6年､ ｢亀岡市女性行動計画策定委員会｣からの提言を受け､平成8年に｢亀岡市女性政策
プラン策定委員会｣､及び庁内女性職員による｢亀岡市女性政策プラン策定検討会議｣が設置され､
平成9年3月に｢亀岡市女憶政策プランーゆう.あいプラン｣ (以下｢プラン｣という｡)が策定さ
れた｡平成12年7月､ ｢プラン｣策定後の国内外の動きや､市における男女共同参画に向けた取組
みめ成果と課題を踏まえ､ ｢プラン｣の見直しを行うために､ ｢亀岡市男女共同参画懇話会｣ (以下
｢懇話会｣という｡)が設置された｡平成13年10月には､ ｢懇話会｣から｢亀岡市男女共同参画基本
計画(仮称)｣に向けた提言｣が提出され､同年同月に庁内に設置された男女共同参画推進本部な
どの討議等を経て､ ｢新ゆう･右いプランー亀岡市男女共同参画計画｣ (以下｢新プラン｣という｡)
として策定された4)｡また､平成14年7月に､条例の制定にむけて｢亀岡市男女共同参画会議｣
(以下｢参画会議｣という｡)が設置され5)､平成14年12月高ま､ ｢亀岡市男女共同参画条例｣ (以下
｢条例｣という｡)が公布された｡
3　実施体制
(1)担当部署･予算
生涯学習部人権啓発課男女共同参画推進係が､男女共同参画に関する施策の総合調整等を担当し
ており､専任3名(男性1､女性2)が配置されている｡平成17年度の同係の男女共同参画事業に
関する予算は､ 631万4千円であり､亀岡市の一般会計予算の0.0197%にあたる｡
(2)庁内外の蘭連部署等との連携
男女共同参画に関する施策の総合的かつ効果的推進を図るため､男女共同推進本部が設置されて
おり､関連施策の実施状況等の把撮､課題の審議等が行われている｡また､平成16年5月31日付け
1 )全面椿のうち､農用地が占める割合は京都府下最大であり､その面積は約2,400haである｡
2)人口は､京都府内3位である｡
3 )第1次産業4.6%､第2次産業32.9% (平成12年度国勢調査)0
4) ｢新プラン｣の策定にあたっては､庁内全部署に対してヒアリングが実施され､男女共同参画に関連する施策について､計
画として盛り込むことができるか､確認が行われた｡また､市民に対しては､シンポジウムなどを通して､改訂にあたって
の意見を聞く接会を設けた｡
5) ｢参画会議｣は､市長から委嘱を受けた10人の委員(うち､公募委員は2人)で構成され､ 5回の審議､ 2回の市民意見聴取
を経て､平成14年10月｢亀岡市男女共同参画条例(仮称)の策定に向けた提言｣ (以下｢提言｣という｡)を提出した｡市民
の意見の聴取は､市の広報紙､ HPなどを通じて行われた｡また､各関連団体､グループ､企業等にも､郵送にて意見募集
を呼びかけた｡また､庁内では､ ｢提言｣を受け､関係部署との閥で条例(案)成文化について意見交換されたが､特に人
事､財政部門に関連する部署との間では､条例施行後の主要施策及び推進体制についての財源と人材の確保の協議が行われ
た
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で､ 20人の男女共同参画推進員(以下｢推進貞｣という｡)が任命されており､庁内における男女
共同参画推進に向けて､活動を行っている6)0
相談については､市内の公的な相談部門に呼びかけ､女性相談ネットワーク会議7)をつくり､定
期的に会議や研修会を開催し､連携の強化に努めている｡
また､京都府内の北部5市の男女共同参画施策に従事する職員との共同で､職員の意識調査や､
表現マニュアルの作成等を行っている8)0
(3)市民､ NGO・NPO､事業者との連携
男女共同参画に関する冊子や､講座やフォーラム等を通して､男女共同参画への理解を高める機
会を設けた｡また､このような市民への啓発事業は､企画の段階から市民や地域の女性グループと
の協働で進められる体制がとられている｡また､男女共同参画の視点を持って各分野で活動してい
る団体･･グループや女性などを支援するシステム9) _が設置されており､市民が主体的に男女共同参
画に関して敏感な視点をもって行動できる環境が作られている｡
企業に対しては､商工会議所等と協力し､啓発活動や講座､また雇用面における男女機会均等に
ついてのアンケート10)等と実施し､職場における男女共同参画の推進に向けた施策を実施している｡
また､農林業に従事する女性のための企業支援やネットワークづくり､家族経営協定の提携の推
進11)にも取り組んでいる｡
6) ｢推進貞｣は､公募11人､推薦9人で構成されており､平成16年度は､男女共同参画の職場づくりに向けた職員の意識と実
態に関する調査を実施し､報告書をまとめた｡ ｢推進員｣については､ ｢新ゆう･あいプラン前期実施計画　平成16年度実施
状況報告書｣の中で､男女共同参画を推進するために有効な人材育成の場となっており､全庁的な施策推進を図るうえで強
い力となっているという評価がなされている｡
7)ネットワーク会議の出席メンバ1ま､京都府婦人相談所相談課､京都府南丹広域振興局企画総務部企画振興室､同局健康福
祉都南丹保健所､京都府亀岡警察署生活安全課､同署警務課､亀岡市障害者相談員協議会､亀岡市人権擁護委貞会､亀岡市
社会福祉協議会地域福祉課､亀岡市障害者生活支援センター､亀岡市総合福祉センター働く女性の家､同センター亀岡市勤
労青少年ホーム､亀岡市環境市民部市民課､健康福祉部こども福祉課､社会福祉課､障害福祉課､高齢福祉課､健康増進課､
建設部建築住宅課､生涯学習部人権啓発課､亀岡市教育研究所､亀岡市立病院医事課､総務課である｡平成14年度には､
DV相談ハンドブックを作成した｡
8) ｢京都府北部5市女性行政担当職員研究会｣ (平成16年度から､京丹後市を加え北部6市となっている)｡構成メンバーは､
綾部市､亀岡市､福知LLI市､舞鶴市､宮津市である｡職員の意識調査である｢男女共同参画社会の実現に向けた職員の意識
と実態調査報告書｣は平成13年3月に発行されており､ ①仕事に関する意識の実態､ ②社会の中の男女平等に関する意識､
③職場の中の意識と実態､ ④女性職員の登用に関する意識､ ⑤自由意見の5項目において5市の職員に対して調査が行われ
た.有効回答数は､ 3,287件(82.2%)であった｡表現に関しては､平成14年7月に､ ｢あたりまえ?!いつもの表現･その言
葉-ジェンダーフリーな表現をめざして-｣という啓発冊子が発行されている｡
9)男女共同参画に関する活動を行っている拭体･グループの活動を促進し､団体.グループ相互の連携を促進するために作ら
れたシステムとしては､ ｢k前si (亀岡ゆう･あいサポートシステム)｣ (以下｢KYISS｣という｡)がある｡平成17年12月現
在の登録団体･グル-プ数は190このシステムに登録できる団体.グルTプの活動分野としては､次の10種類が挙げられて
いる｡ ①保健･福祉､ ②教育･文化･スポーツ､ ③環境保全､ ④男女協働参画･人権平和､ ⑤まちづくり･交通対策･防災､
⑥観光･産業振興･消費生活､ ⑦国際交流､ ⑧市民交流･コミュニティー･ボランティア､ ⑨行財政o ⑲その他｡
また､審議会等の政策決定の場への女性の登用を促進するため､上記の分野で活躍している女性を対象とした｢亀岡市女
性人材登録システム｣を設置しており､各種審議会等の人選にあたり､担当課の情報源として活用されている｡平成17年12
月現在の登録数は､ 32人｡
10) ｢企画経営実態調査(雇用面における男女接会均等についてのアンケート)｣｡このアンケートは､商工会議所に委託して平
成16年に実施され､回答数は189社であり､回収率は90%であった｡
ll)平成17年度の家族経営協定締結家族は､ 18家族であった｡
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4　政策の進捗･達成状況
丁新プラン｣については､優先的に取り組むべき事項として5つ挙げられており12)､それぞれ､
策定当初に比べ達成目標に近づいてきている13)
(1)苦情処理･相談事業
苦情処理制度は､条例に基づき平成15年に設けられた｡苦情は､人権啓発課が受付けるが､処理
は､男女共同参画審議会の中に設置された苦情処理部会が担当する体制となっている14)｡相談事業
については､平成15年度に亀岡市働く女性の家に開設された｢女性の相談室｣で行われており､フ
ェミニストカウンセラーや弁護士が相談にあたっている15)｡
(2)評価システム
｢新プラン｣の実効性を高めるために平成14年度に策定された｢新ゆう･あいプラン前期計画｣
(平成16年改訂) (以下｢前期計画｣という｡)や｢条例｣に基き､ ｢前期計画｣の実施状況調査を､
年1回実施している｡調査は､全部署を対象として行われ､結果は主管課によって､実施状況に応
じて3段階で評価される16)また､それぞれの事業に対する男女共同参画の視点からの評価とその
理由を､記述で示している17)
5　まとめ
亀岡市では､女性議会や女性人材登録システムに登録している女性が市長とゐ懇談会を開催する
など､意思決定の場への女性の参画を促進する取組みがいくつか実施されている｡しかし､一方で
は､審議会や地域の自治会等で､未だ女性の参画が不十分で､より一層､女性の意思決定の場への
参画推進策が必要である｡
今後は､現在の取組みをさらに充実させ､主管課が主導となり､庁内外での男女共同参画のさら
なる推進が期待される｡　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(福嶋　由里子)
5　兵庫県
【西宮市】
†　概要
'西宮市は兵庫県の東南部､大阪･神戸間の中間に位置する｡古くは西宮神社の門前町として､さ
12) ｢新プラン｣における優先的取組事項としては､ (りジェンダーフリーに向けた意識改革の推進､ ②女性のエンパワーメント
-の支援､ ③市の政策方針決定の場への女性の参画の推進､ ④計画推進体制の確立､ ⑤男女共同参画推進条例(仮称)の制
定が挙げられている｡
13)達成目標が数値で設定されている､市の審議会等への女性の登用率については､ ｢新プラン｣策定当初､ 17.0%だったのに
対し､平成17年12月現在では､ 30.5%と当面の目標を1年早く達成した. El標数値は30%　平成18年末まで)､ 50%　平成
㌶年度末まで)である｡
14)苦情処理部会のメンバーは5名｡
15)平成17年度の相談件数は､フェミニストカウンセリング45件､法律相談60件であった｡
16)事業評価の状況については､ ｢できた｣､ ｢一部できた｣､ ｢できなかった｣の3段階で評価される｡平成17年度の調査では､
調査項El全77項目中､ ｢できた｣が61項目､ ｢一部できた｣が11項目､ ｢できなかった｣が1項目であった｡尚､残りは､ ｢17
年度は実施年度でなかった｣ 0項目､ ｢14年度実施済み｣ 4項目であった｡
17)男女共同参画の視点からの評価については､ ｢有効｣､ ｢やや有効｣､ ｢あまり有効ではない｣､ ｢有効ではない｣の4段階で評
価され､順に58項目､ 14項目､ 0項目､ 0項目であった｡
58 国際公共政策研究 第12巻第1号
らには西国街道と中国街道の交流地であるところから宿場町としても栄え､明治以降は`鳳光明楯,I
と"交通至便"により住宅地として発展してきた｡面積は100.18km2､人口は平成17年9月1日現
在､ 464,570人(男性220,898､女性243,672)､ 194,796世帯である｡地域の特性として､転勤族が多
いことが挙げられる｡また､震災後マンションの建設が相次いだため震災前よりも人口が増加した.
特に子どもの割合は全国平均を上回り､児童の増加にプレハブ教室で対応している小学校もある｡
産業別就業者数は第三次産業が最も多く､ 76.6%を占めて.いる18)6
2　政策の流れ
西宮市では､平成9年度(1997年度)から平成18年度(2006年度)までの10年間を計画期間とす
る｢西宮市新女性プラン｣を策定し､このプランに沿って男女共同参画社会づくりに向けての施策
を総合的に推進してきた｡しかしこのプラン策定後､男女共同参画に関する様々な分野で法改正が
行われたことから､平成15年度(2003年度)から平成18年度(2006年度)までの｢西宮市新女性プ
ラン｣の内容等について､一部見直しが行われた｡この見直しはプランの中間期の見直しのため､
基本計画の構成は当初のままとし､現状に即した施策･事業の表現や新施策に応じた追記･修正な
ど19)を行い､全面的な改定は次期プランに重ねている｡プランの内容は､市民への意識啓発､講座
の開催､相談窓口の設置､子育て支援施策の充実など多岐に渡っている20)
男女共同参画に関する条例は制定されておらず､現在のところ､その予定はない21)｡
3　夷施体制･関連施設
(1)担当部署･予算
男女共同参画に関わる事務を総括的に所轄する組織として､文化まちづくり部男女共同参画推進
課が設置されているo人員は､平成17年度は男性2名(専任)､女性6名(専任2､非常勤4)が
配置されているo予算は､平成17年度は4,569万3千円(施設経費90万2千円､センター経費4,479
万1千円)である｡
関連施設は､西宮市男女共同参画センター(愛称ウェーブ22)¥が設置されている｡主な事業は講
座の開催､図書の貸し出し､相談業務､学習室の貸し出しであ･る｡広報活動に関しては､情報誌
｢ウェーブ｣ 23'が年2-3回､講座案内が年1-2回発行されている.また､センターの趣旨に沿
った活動を行っている市民グループが30団体程度登録しており､学習室の貸し出し等を行っている｡
年間事業予算はセンターの予算に含まれており､平成17年度は486万5千円である｡利用者数は､
平成16年度は38,977人(男性10,738､女性28,239)であった｡
18)第一次産業は0.3%､第二次産業は23.1%である(平成12年度国勢調査による)O
19)修正点は何点か挙げられるが､例えば主要課題では従来の｢女性問題の啓発活動の推進｣を｢男女共同参画社会実現に向け
た取り組み｣という表現に修正している｡全体的に､本プランが女性のためだけではなく男女双方のためのプランであると
いう点を配慮し､修正されているという｡
20)なお､西宮市男女共同参画懇話会に市民団体選出委員及び市民公募を加え､プランについての意見を聞いた｡
21)市としては､次期プランを作成するなかで検討する意向である｡
22)ウェーブとは､ ｢WithActVitalityEquality｣の略｡
23)内容は､労働･介護･掛斉.民法等の分野における女性間葛に関する講座のレポート､書籍紹介､様々な女性問題に取り組
む団体代表者によるコラムなどである
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(2)市役所内外の関連部署等との連携
福祉部子育て支援グループ24)は､総務課は､審議会の女性比率等の統計算出を担当している｡
(3)市民､ NGO・NPO､事業者との連携
市民に対する啓発活動は､各種講座の実施､図書の貸し出しなどで､協力活動は市民企画講座の
企画募集と実施である｡事業者に対しては､ 21世紀職業財団兵庫事務所と共催で､企業の人事･労
務担当者にセクシュアル･ハラスメントの防止に関する講座を行った0
またユニークな取組みとして､市民公募で構成する`｢西宮市男女共同参画ネットワーク委員会｣25)
の活動がある｡今年度は､第3期のメンバーとして20代から60代の女性5名､男性1名が選出され､
情報誌26)の編集活動を行っている｡
NGO蝣NPOとの連携は実施されていない｡
4　政策の進捗･達成状況等
(1)苦情処理･相談事業
男女共同参画センター内に相談室が設置されている27)その他の相談機関として､福祉部子育て
支援グループが婦人相談を週4日実施している｡
苦情処理体制は現在設置されていない｡
(2)評価システム
外部評価システムは､現時点では設置されていない｡
｢西宮市新女性プラン｣の進捗状況は､担当の各課からの活動報告により把返している｡調査結
果は公表していないが､西宮市男女共同参画懇話会28)に報告している｡
M3EZ
今後の課題として､五点挙げられる｡一点目は､施策の評価システムの構築である｡プランでは
数値目標が設定されていないため､現在の方法では進捗状況を客観的に把撞することが難しい｡そ
のため評価方法が模索されており､評価基準の明確化のために重点目標や数値目標の設置も考えら
れている｡二点目は､広報活動をより活発に行うことである｡プランの理念や相談窓口は充実して
いるようであるが､例えばDV被害者など､相談窓口に来られない､あるいは相談窓口のことを知
らない市民に対してどのように周知を図るかが､今後の課題であると思われる｡その他､男女共同
参画における市民参画のあり方を研究すること､アンケート結果をもとに､より市民ニーズにあっ
24)課の名称である｡
25)平成13年度に発足した｡任期は2年で､全市民から募集している｡第1期､第2期は男女共同参画に関する講座.講演会の
企画･運営を行った｡
26)名称は｢WAVEPRESS｣で､紙面はA4サイズ4ページ分｡第1号が2005年12月に発行され､その内容はウェーブの施設案
内､男女共同参画に関する用語解説である｡年2回発行予定で､次号は2006年3月に発行予定である｡
27)電話相談が週2日､面接相談が週3日､法律相談が月1回実施されている｡相談件数は､平成12年度が216件､平成16年度
が1147件であり､内容はDVや生き方に関する相談である｡平成12年度の相談件数が少ないのは､センターの設置が年度の
途中であったことと､市民の認知度が低かったためであると思われる0
28)男女共同参画に関する施策の現状やあり方について意見･提言を求め､男女共同参画社会の形成を促進することを目的とし
て､平成11年度に設置されたOメンバ-は大学教授､新蘭社論説委員､弁護士等の学識経験者6名､市民団体代表2名､市
民公募2名の計10名で構成されている｡現在は､次期プランの内容について検討している｡
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た事業に取り組むこと､事業への男性の参加を増やすことが挙げられる｡　　　(黒住　聡子)
【芦屋市】
KJi
芦屋市は兵庫県の東南部に位置している｡市の面積は18.57km2､人口は平成17年12月1日現在で
92,960人(男性42,992､女性49,968)､ 41,077世帯である｡平成3年､全国初の女性市長29)が誕生し
た｡産業別就業者数は第3次産業が最も高く､ 94.39%を占めている30)
2　政策の流れ
芦屋市では､平成3年4月に市長室女性対策担当と平成4年6月に芦屋市女性施策推進懇話会が
設置され､女性政策推進の体制が整い､平成10年6月に｢芦屋市男女共同参画行動計画(ウイザ
ス･プラン3in｣が策定され､性別役割分担意識の解消に向けた計画の実施が開始された｡
平成14年3月に計画の見直しが図られ､男女共同参画推進委員会㍊)が｢男女共同参画に関する市
民調査意識33)｣を実施した｡そして､調査結果を基に平成15年度から10年間を第2次計画期間とし､
平成15年3月｢第2次芦屋市男女共同参画行動計画(ウイザス･プラン)｣が新たに策定され､現
在に至っている｡
この行動計画は､男女の固定的な性役割の解消と､対等なパートナーとしてその能力と個性を充
分に発揮できる社会の構築を主な目的としており､具体的な施策の取組みが示されている｡
平成10年度と平成15年度のプランを比較すると､平成15年度の第2次ウイザス･プランは､新た
に､セクシュアル･ハラスメントやDV等の女性に対する暴力の根絶､リプロダクティブ･ヘル
ス/ライツに関する啓発の充実等による心身の健康づくりが課題として挙げられている｡また､労
働条件の改善面においては､ ｢女性が働き続けるための条件整備｣から､ ｢男女が共に働き続けられ
る政策｣へと変更された｡基本目標はいずれの年度も5つ挙げられており､多少変更されている｡
理念に関しては､ ｢男女が均等に政治的､経済的､文化的な利益を享受できる社会を目指す｣とい
う点に大幅な変更は見られないo数億目標8.こついては､現在設定されていない.男女共同参画に関
する条例は制定されておらず､現在では研究中である34)｡
3 ･実施体制･関連施設
(1)担当部等･予算
男女共同参画に関わる事務を総括的に所準する組織として､市民参画課に男女共同参画推進担当
があり､市役所本庁舎とは別に所在する女性センター内で業務が行われている｡人員は､平成17年
29)平成15年まで3期12年を務め､任期満了により退任した｡
30)第1次産業は0.05%､第2次産業は5.56%である(平成12年度国勢調査による)0
31)ウイザスとは､ ｢withus｣の意味｡
㍊)委貞会のメンバー構成は､学識経験者が2名､団体代表が5名､市民代表2名である｡
33)調査地域は芦屋市全域､調査対象は市内在住の満20歳以上の男女､標本数1.800人O有効回収数(辛)は､男性214､女性
450,不明2､合計666で､全体の37.0%｡
34)男女共同参画に関する条例は､現在他市の制定内容を参考に研究中とのことである｡ただ､意思決定の場に女性をさらに登
用すべきであるとの声は強く､審議会への登用率は､周辺自治体と比較して高いということであった｡芦屋市は初の女性市
長が誕生した自治体であるが､そのことと男女共同参画事業との連関性は､顕著には見られないとのことである
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度は男性2名(専任1､兼任1)､女性1人(非常勤)が配置されている｡女性センターの平成17
年度の年間予算は603.8千円で､その内男女共同参画推進委員会の予算が228千円である｡女性セン
ターの活動は､各種講座35)の開催､相談業務の実施､センター通信の発行である｡年間利用者数は
約5,㈹0人である｡
(2)市役所内外の関連部署等との連携
男女共同参画に関する事業は複数の部署で行われている｡こども課ではDV相談後の相談者の一
時避難等､人権推進担当では女性も含めた人権啓発の連携､人事課では職員向け研修を実施してい
る｡他市の関係部署との連携体制は､年4回､兵庫県内女性センター連絡会議36)の実施が挙げられ
る｡
(3)市民､ NGO・NPO､事業者との連携
市民に対する啓発活動は､市広報紙への掲載､女性センター通信の発行､図書やビデオの貸し出
しがある｡協力活動は､女性もンタ一事業に対してのボランティア活動､ホームページの作成､セ
ンター通信の編集作業がある｡
NGO・NPOに対する啓発活動は､市民に対するものと同様である｡協力活動は､各種団体との共
催による市民企画講座の実施､女性センターフェスタの共催がある｡
事業者に対する啓発活動は､セクシュアル･ハラスメント防止セミナーの開催があり､協力活動
は､商工会議所､ 21世紀職業財団との連携がある｡
4　政策の進捗･達成状況等
(1)苦情処理･相談事業37)
相談業務に関しては､事前に電話予約で受付をしてから女性センター内において実施している｡
(2)評価システム
芦屋市では｢第2次芦屋市男女共同参画行動計画(ウイザス･プラン)｣の目標年度を2012年度
と設定しているが､年度毎に実績報告書を作成し､各項目にA-Cの評価を記入している｡この評
価は､担当所管課が行っている｡
5　まとめ
地域の特性として､市内の事業所は個人商店や中小企業が主であることか挙げられる｡そのため､
行政主導で職場における意識改革を行うことは難しいという現状がある｡
今後の課題は三点挙げられる｡一点目は､各部署との連携を密にすることである｡現在､市が行
っている男女共同参画に関する施策は多岐に渡るが､実施部署は一括されていない｡例えば､ DV
に関する相談は女性センターで行われているが､相談者の保護は保健福祉部こども課で行われてい
35) DV､夫婦･親子関係､子どもの虐待問題等､男女共同参画以外のテーマも取り上げられている｡
36)女性センター等を設置している市町村が集まり､連絡会議を開催している｡
37)平成3年11月から平成14年3月まで､市政モニター｢アスパップレディー｣が設置され､ 1年ごとに募集テーマが設定され
たo平成5年11月から平成6年10月までは､女性問題に関する提案が行われた｡この1年間の提案件数は327件で､内容は､
防犯や高齢者福祉の観点からの街づくり､生涯教育の実施などであった｡このうち､ 126件が市政に反映された｡その他､
女性の悩み相談窓口が平成6年度に､ DVに関する相談窓口が平成12年に設置された｡
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る｡二点目は､市民のニーズを把揺することである｡現在は施策に関する市民の意識調査が実施さ
れておらず､施策の効果を測ることはできない｡今後は定期的な調査を行い､施策に反映させてい
くことが必要ではないか〇三点日は､施策の評価システムの構築であるO現在ブランに数億目標が
設置されていないため､成果を測定することが出来ない｡効果的な施策の実施に向け､各課の役割
分担とプランの運用方法を具体的に考える必要があるのではないか｡　　　　　(黒住~-聡子)
6　三重県
【三重県】
1　概要
三重県は､平成17年8月1日現在の人口は1,870,907人(男性908,100､女性962,807｡三重県月別
人口調査による)である｡県土が南北に長く､紀伊山地の雄大な自然や歴史のある寺社が観光名所
として知られている県であり､平成17年7月に｢紀伊山地の霊場と参詣道｣が奈良県､和歌山県と
ともに､樫界遺産に登録された｡産業構造は第二次産業の電気機械などの製造業が中心とし､産業
別の就業者率は､第3次産業が一番多く､ 58.5%となっている38)
2　政策の流れ
三重県は､昭和52年婦人関係行政推進連絡会議の設置をはじめとして､全国でも早くから男女共
同参画推進政策が進められている自治体のひとつである｡昭和54年から平成7年の間､ 3回行動計
画が策定されている39)｡平成6年には女性施策展開の拠点として三重県女性センター(平成13年､
基本計画策定を機に｢三重県男女共同参画センター｣と改称)が開館された｡平成9年に策定した
総合計画｢三重のくにづくり宣言｣においても､男女共同参画社会の実現を重要な施策の一つとし
て位置づけている｡また､_同年に制定された｢人権が尊重される三重をつくる条例｣とそれに基づ
き平成11年に策定された｢三重県人権施策基本方針｣では､男女平等の立場から､女性の人権につ
いての諸施策の方向性を示している｡
そして､平成12年10月には､一人ひとりが､性別に関わらず､自立した個人として､その能力と
個性を十分に発揮することができる社会づくりのために､ ｢三重県男女共同参画推進条例｣40)が制
定･公布された｡これは全国で4番目の制定であり､人権条例がある県として41)は初めての制定で
あった42)
また平成14年には､三重県男女共同参画審議会より答申を受けて､県の男女共同参画施策を総合
38)第1次産業5.2%､第2次産業36.0% (総務省統計局:平成12年国勢調査)0
39)昭和54年､県内初の行動計画である｢三重県婦人対策の方向｣を策定した｡昭和62年に｢みえの第2次行動計画-アイリス
プラン｣､平成7年に第3次行動計画にあたる｢あえの男女共同参画推進プラン-アイリス21｣を策定した｡
40)条例制定にあたって､ ｢県民の意見を聴く会｣が県内10カ所で開催され､ 446名の参加を得た｡条例の名称については､募集
を行い､ 23件の応募があった｡
41) ｢人権が尊重される三重をつくる条例｣を前提として制定していることから､ ｢三重県男女共同参画推進条例｣には男女の人
権に関する条項がなく､男女共同参画｢社会づくり｣推進のための条例であることを強調している｡
42)三重県内市町においては､松阪市､伊賀市､名張市の3市で条例が制定されている｡ (平成18年1月末現在)
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的かつ計画的に推進していくための指針となる､ ｢三重県男女共同参画基本計画｣43)を策定すると
ともに､基本計画を着実に推進するために｢三重県男女共同参画基本計画第一次実施計画｣を策定
した44)｡
平成17年3月には､第一次実施計画での成果､課題を受け､県の新しい総合計画｢県民しあわせ
プラン｣との整合をはかったうえで､ ｢三重県男女共同参画基本計画第二次実施計画｣を策定し､
取組みを進めている｡
3　実施体制
(1)担当部署･予算
男女共同参画施策は生活部男女共同参画室が中心となって展開しており､平成17年度の体制とし
ては､職員7名で､予算額は3115万7千円､一般会計予算に占める割合は0.0045%である｡予算額､
一般会計予算に占める割合ともに､年々減少している45)
(2)関連施設
三重県男女共同参画センター｢フレンテみえ｣46)は､県の男女共同参画推進の拠点施設として､
さまざまな事業を展開している｡指定管理者制度の導入により､その管理運営については､財団法
人　三重県文化振興事業団に委託している｡主な事業は､情報発信､人材育成支援､相談､調査研
究､市民参画型への総合推進47)などである｡
(3)庁内外の関連部署との連携
庁内の男女共同参画推進組織としては､男女共同参画推進会議48)と男女共同参画推進会議幹事
会49)を設置している｡
また､庁内部署との連携については､男女共同参画基本計画に基づき､男女共同参画推進施策の
全担当部局と行っている｡特に､ ①健康福祉部こども家庭室､ ②生活部勤労福祉室､ ③農水商工部
担い手室　については､男女共同参画に関するイベントに協働して参画するほか､下記のとおり連
携を取っている｡
①DV防止については､男女共同参画室にてDV防止渡の周知と意識啓発を､こども家庭室にて
DV被害者への対応や支援を担っている｡また､少子化対策については､男女共同参画の理念を持
って推進していくよう､助言する体制となっている｡
43)計画期間は平成14年度から平成22年度までとする｡策定にあたっては､ ｢県民の意見を聴く会｣を県内9カ所で開催し､ 356
名の参加と､ 42通の書面意見を得たO基本計画素案の公表後には､パブリックコメントを実施し､ 265項Elの意見を得た｡
44)三重県内市町においては､ 8市1町で基本計画が策定されている｡ (平成18年1月末現在)
45)男女共同参画センターの体制としては､職員11名(常勤6､非常勤5)､予算は管理運営費1億0009万7千円､事業費1037
万1千円である｡
46)主催事業への参加者数:平成16年度9,827人(目標値として､ ｢男女共同参画フォーラム｣の基調講演への男性参加率を30%
とすることを掲げている)0
47)情報発信(情報誌『フレンテ』の発行､ウェルカムセミナ一､等)､人材育成支援(企画運営サポーターの養成､エンパワ
メントスクールの実施､自己尊重･自己主張トレーニング等)､相談(電話､面接相談､専門相談)､調査研究(女性史の作
成､若年者向けテキストの作成)､市民参画型への総合推進(男女共同参画フォーラム､フレンテまつり､日本まんなか共
和国男女共同参画交流事業などの実施)0
48)知事を議長とし､知事部局の各部局長等をメンバーとする｡
49)男女共同参画担当総括室長を幹事長とし､各部局企画もしくは総務担当室長を幹事とする
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②勤労福祉室が平成13年度から実施している､ ｢男女がいきいきと働いている企業　三重県知事
表彰｣制度において､表彰企業選定委員会のアドバイザーとして男女共同参画室が参加している∽)0
③担い手室が担当している､農業委員会への女性委員の登用について､積極的に進めていくよう､
登用への働きかけと男女共同参画意識の啓発などを行っている｡また､農業改良普及員の採用にあ
たっては､男女共同参画の視点を取り入れた試験運用となるよう､男女共同参画室が試験委員とし
て参加している(平成17年度まで)0
三重県内の自治体に対する啓発･連携活動としては､市町の男女共同参画担当職員を対象にした
研修を毎年実施している｡また､県民やNPO､事業体､地域団体からなるグループの､地域から男
女共同参画を進めるための取り組み｢男女共同参画の視点で進める地域づくり事業｣について､県
と市町が連携して支援している｡また､三重県外の自治体との連携活動については､日本まんなか
共和国男女共同参画交流事業51)を実施している｡
(4)県民､ NGO・NPO､事業者との連携
男女共同参画についての県民意識調査は､これまで平成4年度､ 9年度､ 12年度､ 15年度と実施
している｡
県民　NPO組織との連携については､ ｢男女共同参画の視点ですすめる地域づく~り事業｣やr男
女共同参画地域エンパワメント支援事業｣52)により､地域への啓発等を行っている｡
事業者に対しては､アイリス21推進連携会議(アイリスネットワーク)53)を設置し､農業､商工
等の各種団体と連携して､男女共同参画推進のための取組みを行っている｡また､男女共同参画の
取組みを進めている企業に対しては､ ｢男女がいきいきと働いている企業　三重県知事表彰54)｣を
行っている｡
4　政策の進捗･達成状況
(1)庁内職員研修と意識駒査
職員研修については､各職員のキャリア･ステージごとに男女共同参画についての研修を開催し
ている｡内容は､男女共同参画に関する基礎的講義と､参加型学習等を行っている｡意識調査につ
いては､男女共同参画意識の普及と今後の研修事業の参考とするため､男女共同参画に関する職員
意識調査のほか､女性職員の登用に関する意識調査を行った55)｡
∽)平成17年度で第4回を迎える｡これまでの受賞企業数は10社(平成17年度受賞企業は3社)0
51) B本列島のほぼまんなかに位置する､福井､岐阜､滋賀､三重の4県において､男女共同参画の推進のために活躍している
団体等が集い､連携して､平成13年度からフォーラム等を開催している｡開催地を一巡した平成17年からは､各県団体の交
流に重点を置いている｡
52)市町における男女共同参画推進の取組みを促進するため､男女共同参画推進員の設置､何でも相談室の実施､出前トーク等
を行っている｡
53)平成10年に設置されたこのネットワークは､有識者､各種団体､行政関係等で構成されているo ｢アイリス21推進連携会議｣
を定期的に開催し､情報･意見交換を行うとともに､商工､農林水産､教育等の幅広いリーダー雇への男女共同参画意識の
浸透を目的としてトップセミナーを開催している｡
54) ｢男女がいきいきと働いている企業　三重県知事表彰｣については､前掲注50参照0
55)中堅女性職員を対象として､仕事と家庭の両立や管理職への登用に関する意識を把超し､女性職員の育成や活用に向けた今
後の取組みの参考にするため､調査を夷施した｡
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(2)苦情処理
県政に寄せられた意見は､ Y､ったん広聴広報室に集約され､その後は各施策担当室で対応する56)
この体制についての周知は､県広報やホームページで行っている｡
(3)相談事業
男女共同参画に関する相談機関としては､男女共同参画センター内にフレンテみえ相談室があり､
電話相談､面接相談､専門相談(女性弁護士による法律相談､女性のための健康相歌､男性のため
の棉談)を行っている57)｡その周知はリーフレット(県､市町等行政窓口等にて配布)や男女共同
参画センターホームページなどで行っている｡
また､フレンテみえ相談室を含むDV相談機関については､日本語を含む7カ国語によって､名
刺サイズのカードを作成し､周知をはかっている｡
(4)評価
内部評価としては､ ｢みえ政策評価システム｣により､県が行っている全施策の進捗状況を各施
策担当室が自己評価を行っている｡
外部評価としては､三重県男女共同参画審議会が男女共同参画施策について､その進捗状況の確
認と評価を行う｡評価結果については､知事に提言を行うとともに､各関連事業の進捗状況と合わ
せて年次報告を作成し､県議会に報告するとともに､県民に公表している｡
5　まとめ
ユニークな取組みとしては､市町村長リレーインタビュー事業を実施している58)男女共同参画
を市町において推進していくためには､首長の方針によるところが大きい｡インタビューによって､
首長の意識に直接訴えかけ､男女共同参画推進にむけてのリーダーシップを発揮させること､また
この内容を広報することで対象市町民-の意識啓発をはかることを目的として実施している｡
今後の課題としては､市町間での取組み方の違い､庁内すべての事業を男女共同参画の視点で事
業実施すること､予算体系､男女共同参画を推進するにあたっての人材不足が挙げられる｡平成18
年3月を期限とした市町村合併特例法により､地域社会は大きく変わろうとしている｡合併を契機
として､地域におけるさまざまな問題が住民間で話し合われる場面が増えた｡男女共同参画の目指
す社会システムの変革についても､これを好機と捉え､大きく進展することが望まれる｡
(才　　茶)
56)平成16年度､男女共同参画室が対応した苦情件数は3件で､男女共同参画についての学習機会の提供方法について等の意見
が寄せられた(県ホームページで公開)0
57)平成16年度､フレンテみえ相談室にて受理した相談件数は､ 1,835件であった｡内容については､ ｢夫婦関係｣の項Elが最も
多く､そのなかで｢離婚｣に関する相談が92件と33.9%を占めている｡また､ DVに関する相談は224件あった｡
58)平成18年1月末現在､ 11市町にて実施した｡
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【津市】59)
1　概要
津市60)は､平成17年10月1日現在､人口165,701人(男80,398､女85,303)であり､第三次産業化
が進んでいる61)｡または三重県の中部に位置する県都として､産業･行政･文化など多様な都市機
能が集積し､催界への玄関口となる中部国際空港の海上アクセス拠点｢津なぎさまち｣も平成17年
2月に開港され､市町村合併と相まって､交流の舞台が飛躍的に広がるものと思われる｡
2　政策の流れ
平成3年､女性の地位向上と男女共同参加型社会の実現をめざし｢津市婦人の行動計画｣を策定
し､女性施策の総合的な推進の第一歩を踏み出した｡平成7年4月に､女性行政室を設置し､全国
で4番目に男女共同参画都市宣言を行った62)｡平成8年に｢アクションプログラム2ト津市男女共
同参画プラン｣を策定した｡平成12年女性行政室を男女共同参画室に改称し､同年度には丁日本女
性会議2000津｣ 63)が開催された｡男女共同参画基本条例の制定に向かって､平成12年11月に津市男
女共同参画懇話会64)を設置し､市民の意見を聴く会と中間報告説明会65)も開催され､平鹿14年4
月1日から｢津市男女共同参画推進条例｣ (以下｢条例｣という｡)が施行された｡平成14年6月か
ら津市共同男女参画審議会66)臥津市男女共同参画推進連絡会議67)国を開催するとともに､ 6
月に男女共同参画に関する市民意識調査68)を実施した｡ ｢津市男女共同参画基本計画｣ (以下｢計画｣
という｡　は､平成15年3月に施行された｡
3　実施体制
(1)担当部署･予算
担当部署は､市民生活部男女共同参画室であり､専任職員3名(男性1､女性2)､兼務･併任
59)本論文は合併される前の旧津市の政策及びデータをもとにして作成したものであり､今後の新たな検討に期待する　2007年
3月30EI､合併された津市では､男女共同参画推進条例が施行された｡この条例によって､ 2008年に男女共同参画基本計画
が策7Eされる予定である｡
60)平成18年1月1 El､近隣の9つの市町村(旧久居市､旧河芸町､旧芸濃町､旧莫里村､旧安濃町､旧香良洲町､旧一志町､
旧白山町､旧美杉村)と合併して､新しい津市となり､面積は約710平方キロメートル(旧津市の約7倍)､人口は約29万人
(同約1.7倍)となる｡
61)平成17年10月1日現在住民登録数による｡産業別就業者の比率は第1次産業2.6%､第2次産業27.4%､第3次産業70%　自
治体データベースhup:〟www.g血ne.jp/machi/cgi-bin/gds.cgi?LOC=24201) ｡
62)平成3年､津市婦人の行動計画策定､平成7年4月女性行政室設置､世界女性会議　NGOフォ｢ラム-の女性団体の参加
などを契接とし､市を挙げて女性行政の充実や市民意識の高揚を図り､これらの取組みをより推進するため､男女共同参画
都市宣言を行った｡
63)三重県総合文化センターをメイン会場として､地方自治体が独自で主催する当時国内最大の大会を開催_した｡この会議には､
市民と行政の協働という新しい形を取られ､全国から3,850人の参加者が集まった｡
64)懇話会のうち8名の委員で条例検討委員会を設置､学識経験者･各分野により組織された庁外組織に意見聴取が行われた｡
65)市内の4会場で意見を聴く会を数回､中間報告説明会を1回開催し､パブリック･コメントの聴取を行った｡
66)津市男女共同参画審議会は､平成14年6月､ 10月(3回)､- 11月､平成15年1月､ 2月に開催され､学識経験者･福祉･地
域社会･就労･社会教育などの分野から選定した庁外組織に対して調査審議を行い､意見聴取し､提案を計画策定に反映し
た｡
67)津市男女共同参画推進連絡会議は､平成14年7月､ 9月､平成15年1月に開催されf=｡それと併せて､津市男女共同参画推
進連絡会議幹事会も3回開催された｡庁内関係部長で組織､基本計画に盛り込むべき事項等についての意見聴取と協議を行
sm
68)男女共同参画に関する市民意識調査の実施期間は平成14年6月26日- 7月15日であり､回答数1,041人である｡男女共同参
画事業全般をはじめ､労働､教育､人権などの問題について調査を行った0
69)前期実施計画の期間は､平成15年度から平成17年度までの3年間とし､後期実施計画の期間は､平成18年度から平成22年度
とする
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職員4名(男性2､女性2)が配置されている｡平成17年度の予算は､ 737万4千円で､一般会計
予算に占める割合は0.016%である｡
(2)庁内の関連部署との連携
庁内関係部課長で組織する男女共同参画推進連絡会議70)を開催するとともに､幹事会を開催し､
具体的な取組みを進めている｡具体的に､人事課と連携し､職員の研修において男女共同参画意識
の啓蒙と理解の促進に取り組んでいる｡人権課には講演会等の開催時において､事業の周知･啓発
を依頼している｡兼務者の所属への事業開催時における連携及び協力も工夫されている｡
審議会等への女性の登用を促進しつつ､平成17年度登用率の目標は30%であったが､平成17年4
月1日現在31.8%の登用率で目標を達成した｡
(3)市民､ NGO・NPO､事業者との連携
男女共同参画審議会は､学識経験者､ NGO蝣NPO､一般事業者等各分野から選出した委員で構成
されており､これらの委員を通じた意見聴取を行っている｡また､男女共同参画室で男女共同参画
に関連のある団体を登録団体とし71)､津市主催の男女共同参画フォーラム72)をはじめ､団体の学習
会や市民グループ主催の講座や市の公民館講座73)など､関連事業等の案内通知などの情報提供など
で支援を行っている74)｡また､平成17年11月251日に全国男女共同参画宣言都市サミットin津が開催
された75)
4　政策の進捗･達成状況
(1)相談事業
福祉保健部福祉課には昭和43年8月5日当時から婦人相談員が配置された｡また､市民生活部男
女共同参画室においては､平成13年5月1日に女性のための相談室を開設し､カウンセラーによる
相談事業を行っている｡相談件数は平成17年中の相談件数は､ 86件である76)｡
(2)職員に対する研修
職員研修について､新規採用職員に対して､職場における男女共同参画推進の意識づくりのため
70)男女共同参画推進連絡会講は平成12年11月1巨=こ設立された｡
71)平成7年団体登録制度が開始され､平成17年12月現在､ 25団体が登録されている｡
72)平成11年から年一回男女共同参画フォーラムが開催されている｡平成16年度には､一般､地域住民からの委員公募で構成さ
れた男女共同参画フォーラム実行委員会(実行委員28名)を立ち上げ､津市と地域住民との協働により男女共同参画フォー
ラムを開催した｡実行委員､津市及び参加団体との手づくりにより事業を企画､運営した｡開催日は平成16年2月6日7日
であり､開催場所は津リージョンプラザ､参加者合計1,625人であるOテーマは｢広げよう!世代をこえて　あなたらしさ
の生きるまち｣ ､事業内容は映画上映｢デプラ･ウインガ-を探して｣ ､公開ディスカッション(FM三重公開録音) ､ ｢女が
トク-･男がトクー｣ ､実際に､発表(2団体)､展示発表(10団体)である｡実行委員会自主活動については発表(1団体)､
同展示発表(4団体)であった｡
73)学習の機会･場づくりの拡充については､一例である公民館男性革座も開催され､ 17年度参加童貞65名に対して､ 74名の参
加(参加率114%)である｡
74)登録団体に対して､市民活動センターにおいて市民活動情報誌｢つ一つ-ニュース｣を年4回発行する｡コミュニティ活動
支援としては､月額5,0㈹円での市民活動オフィス貸し出しや､コピー1枚5円等､市民活動に係る利用料金の割安設定や､
市民活動団体による交流促進会などを開催し､各種市民活動のPR事業を実施する｡
75)平成17年11月25aに全国男女共同参画宣言都市サミットin津が開催され､テーマは｢大きくなりましたか､あなたのまちの
男女共同参画｣である｡福井県福井市､愛媛県新居浜市､三重県名張市､熊本県荒尾市､宮崎県都城市､三重県津市の首長
がパネリストとなり､全国各地からの12㈹人がシンポジウムに参加した｡
76)平成17年中( 1月-12月)相談件数の内訳は､家庭に関する相談31件で､ 36.05%を占める｡暴力を含む夫婦関係に関する
相談は17件で､ 19.77%を占める｡ほかは男女間に関する相談7件､生活に関する相談7件､体に関する相談7件､生き方
に関する相談11件､職業に関する6件である｡
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に､_階層別研修で年1回実施されている77)
(3)評価
前期計画に関しては､男女共同参画推進状況調査を行い､ ｢津市男女共同参画基本計画前期実施
計画推進状況の報告｣を公表された｡
5　まとめ
全国規模の会議､イベントの開催をはじめ､数年間の取組みの経験を活かして､市町村合併後の
男女共同参画事業が一層進めることが期待されるo一方､平成18年1月の市町村合併を控えて､広
域としての条例･プラン等の策定などを行う必要があり､施策の推進においても地域住民への意識
浸透や理解促進をいかに進めていくかが課題である｡　　　　　　　　　　　　-(才　　燕)
Ⅲ　比較検証
以上のような自治体の状況を比較検証した結果､その総括として､次の点を特に指摘しておきた
い(詳細は付表参照)0
①　プラン･条例の策定状況　プランに関してはいずれの自治体も策定している｡条例について
は､策定していない4自治体の一部は前向きな回答をした一方で､消極的な姿勢を見せた自
治体もあり､条例に対する姿勢は分かれている｡
②　職員の意識改革　いずれの自治体も男女共同参画に関する研修を実施するなど､全庁的な取
組みを行っている｡もっとも､一般的な職員研修の一環として実施している例が多く､男女
共同参画の担当部署のより積極的な関与が期待される｡しかし中には､男女共同参画施策の
推進を行う担当者を他の部署にも設置している自治体もある｡意識調査を実施している自治
体も見られるが､その結果をどのように施策に反映させるかが課題である｡また､担当者の
~異動の際に十分な引継ぎが行われていない例もあり､継続的な施策の実現のためにも担当者
の資質に左右されない執行体制の確立が必要である｡
③　女性の登用　目安としての30%を実現しているのは奈良県､亀岡市､津市の3自治体､ 28%
台が3自治体､他はデータが不足してレミるため､状況が把握できない｡審議会委員を選任す
る際､担当課の情報源として､人材登録制度を活用する自治体もある｡
77)市職員に対しては､新規採用職員に対する階層別研修により､男女共同参画政策の周知･啓発を行っている｡特に､女性職
貞の研修参加を促進することにより､新たに求められる課題に対応する能力を向上させ､女性職員の管理監督者へのより積
極的な登用に努め､広い分野における企画･立案決定過程の場-の女性職員の登用を図る｡また､性別による固定的な役割
分担意識を見直し､各種研修を通じ､男女ともに能力を向上させ､性別にとらわれず各々の能力や適性に応じた磯貝の配置
を行う｡
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④　苦情処理体制の整備　条例により苦情処理体制を設置しているのは野洲市､和歌山県､亀岡
市の3自治体であるが､その他の自治体も､担当課が相談を受けるなど苦情を処理する体制
はある｡しかし相談件数は概して少なく､引き続き制度の周知及び市民の意識向上を図るこ
とが重要である｡
⑤　自己評価･審議会･外部評価　評価制度はいずれの自治体にも設置されている｡しかし全て
の自治体が年次報告書等で結果を公表しているわけではない｡また､外部評価を受ける態勢
は特に見られず､自己評価にとどまっているのが現状である｡
⑥　センターの活用.ほとんどの自治体は独自にセンターを設置しており､市民の活動や相談の
場を提供している｡一部の自治体は､近隣の自治体と連携して事業を実施している｡
⑦　市民･民間･教育機関との協働　市民活動のための補助金制度を設定している自埠体もあ
る｡また､奈良市､野洲市のように､大学との連携がみられる例もある｡社学連携の促進は､
大学側にとっても重要な課題である｡
(参　第1報との全体比較
最後に､平成13年から16年度の調査をまとめた第1報(本誌9巻2号､ 2005年3月)と今回
の調査を比較し､この4年間における自治体の男女共同参画に関する取組みについて､全体
的な特徴を挙げておく｡まず､共通して､各自治体､男女共同参画に関するプランや条例の
策定を経て､ 4年前に比べ､市民や自治体職員内の男女共同参画に関する意識は一定程度向
上したといえる｡実際､女性センター等で市民対象に開催される男女共同参画関連の講座や
行事-の参加者は増加傾向にあり､市民の活動も多様化してきている｡自治体内部について
は､研修の実施や､審議会への女性の登用､男女共同参画に関する政策評価指標の導入など､
全庁レベルで男女共同参画に関する職員の意識改革を促進する制度が整備されつつある｡ま
た､この4年間で､女性に対する犀力に関する施策が自治体レベルで実施され､被害者支援
体制の整備が進められたことや､就労と子育ての両立を支援する施策の充実に､各自治体が
着手したことも特徴として挙げることができる｡しかし､このように男女共同参画に関する
意識の向上や施策の推進が見られる一方､性別や年齢､地域によってその浸透度にばらつき
'があり､依然として職場や家庭内での女性に対する暴力は後を絶たず､ M字型曲線傾向も根
強い｡この4年間で､男性全般や10-20代女性の男女共同参画に関する講座の参加者数の低
迷という点が､いずれの自治体においても問題点として開かれた｡今後､男女共同参画をよ
り浸透させ､持続可能なものにしていくた捌こは､男性､また男女を問わず､若い催代を対
象とした施策を展開していくことが必要と考える｡
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Ⅳ　終わりに
国輝公共政策研究 第12巻第1号
国全体では､平成11年6月に男女共同参画社会基本法が公布･施行され､それから8年が経過し､
この間､平成12年12月に同基本法に基づく基本計画として､男女共同参画社会基本計画(第1次)
が策定され､さらに5年後の平成17年12月には､第2次の男女共同参画基本計画が閣議決定された｡
一方､日本全国各地の自治体では､具体的な進捗状況にばらつきがあるが､全体的に男女共同参画
に対応した施策の実行に必要な基盤整備にらいて､各地方自治体が責任を負い､条例と計画を制定
しつつあり､各分野における計画的な取組みも着実に進められてきた｡今後､男女共同参画社会の
形成に当たって､国や地方自治体が今まで通りそれぞれが主体的に取組んでいくだけではなく､他
の地方公共団体､国民各層との連携をより一層深め､各分野の達成状況を草に検討しつつ､策定さ
れた施策を着実に推進してゆくこと､そして､男女共同参画社会の実現へと向かうことを期待した
いと思う｡
本研究では､各自治体に直接アンケートを送付･回収したものに基づいて内容を検討したばかり
ではなく､実際に一部の自治体を訪問し直接､現場担当者にインタビューを行った｡第一報でも述
べたことであるが､現在では､各自治体ともホームページなどの充実に努めており､条例･プラ
ン･政策の基本構想については詳細な情報を入手することが容易になっているが､担当者との対話
によって､政策遂行にあたる担当者の悩みや迷い､政策を進めようとする姿勢などを知り､ホーム
ページや文章では得られない､~生きた情報に接することができた｡それによって､政策目標値の設
定などは容易であるが､施策として実行することがいかに困難であるか垣間見ることができた｡自
治体の現場実践と大学での研究との協働により､自治体における男女共同参画政策の進展に寄与し
たいと考える｡本調査報告が今後の各方面での議論に際して参考となれば幸いである｡
今回の調査にあたっては､自治体担当者の方々にはアンケートへの回答から訪問対応に至るまで､
多大なご協力をいただいた｡この場を借りて感謝の意を表したい｡なお､本稿の内容は､各自治体
の状況について､執筆担当者が原案を作成し､自治体担当者の確認を得た上で､･最終的には我々全
員でまとめたものであることをお断りしておきたい｡　　　　　　　　　(代表:床谷　文雄)
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